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実 績 評 価 書
平成１８年７月

政策体系 番 号

基本目標 ４ 経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場

において労働者の職業の安定を図ること

施策目標 ２ 雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

Ⅰ 中小企業、新規・成長分野企業等における雇用機会を創出す

るとともに労働力の確保等を図ること

担当部局・課 主管部局・課 職業安定局雇用開発課

関係部局・課 職業安定局需給調整事業課

職業能力開発局育成支援課

１．施策目標に関する実績の状況

実績目標１ 中小企業労働力確保法に基づく各種助成措置等の積極的な活用により、

中小企業における雇用機会の創出、雇用管理の改善を図ること

（平成１７年度においては、

○中小企業人材確保推進事業助成金については雇用管理改善事業実施

前と比較して、本助成金の支給を受けた事業協同組合等における雇

用管理の改善が図られたとする構成中小企業者の割合の平均８０％

以上

○中小企業基盤人材確保助成金については「新分野進出等基盤人材確

保実施計画」開始日から最終の第２期支給申請日の１年経過後まで

の１事業所当たりの雇用増加数（基盤人材を除く ）が２人以上。

○中小企業雇用管理改善助成金については支給に係る環境整備事業又

は職業相談者配置事業に取り組む事業所の自己都合による離職率の

平均１１％以下

○雇用創出セミナー、出会いの場及び雇用管理相談業務については参

加者又は利用者に対してアンケート調査を実施し８０％以上の者か

ら役立った旨の評価が得られること

を目指して実施した ）。

（実績目標を達成するための手段の概要）

①中小企業雇用創出人材確保助成金（平成１５年５月末で廃止）

新分野進出等に伴い、中小企業者が新たに雇い入れた労働者の賃金の１／４を半年

間助成する。

②中小企業基盤人材確保助成金

新分野進出等に伴い、中小企業者が経営基盤の強化に資する労働者（基盤人材）を

新たに雇い入れた場合に、当該基盤人材１人当たり１４０万円（当該基盤人材の雇入

（４－２－Ⅰ）
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れに伴い雇い入れられた当該基盤人材以外の労働者（一般労働者）１人当たり３０万

円）を助成する（基盤人材５人を上限。一般労働者は基盤人材と同数まで 。）

③中小企業雇用環境整備奨励金（平成１５年５月末で廃止）

中小企業者が労働環境改善又は福祉施設の設置・整備に要した費用及び雇入れ数に

応じ、７５～１，５００万円を助成する。

④中小企業高度人材確保助成金（平成１５年５月末で廃止）

中小企業者が新分野展開等に伴い、新たに受け入れた経営管理者・技術者など高度

な人材の受け入れに要した費用の１／３を１年間助成する。

⑤中小企業雇用創出等能力開発助成金

事業所内外で事業の高度化等又は新分野進出等若しくは経営革新に必要な職業訓練

等に要した費用及び賃金の１／２を助成する。

⑥中小企業人材確保推進事業助成金

事業協同組合等が構成員たる中小企業者の雇用管理の改善を図るため、雇用管理の

改善に関する調査研究等の事業を行った場合、当該事業の実施に要した経費の２／３

相当額を、３年間で集中的に助成する。平成１５年５月末までの旧制度においては、

雇用管理の改善に関する調査研究等の事業を行った事業協同組合等に対して、当該事

（ ） 、業の実施に要した経費の２／３相当額を３年間にわたり助成 第１種助成金 した後

個別事業所への定着状況のフォローアップ事業を行った事業協同組合等に対して、当

該事業の実施に要した費用の１／２相当額を２年間にわたり助成（第２種助成金）し

ていた。

⑦中小企業雇用管理改善助成金

中小企業者が、その雇用する労働者の職業に関する相談を行えるよう、職業相談室

の設置・整備（環境整備事業）又は職業相談者の配置（職業相談者配置事業）を行っ

た場合に要した費用の１／２（職業相談者配置事業については１／３）を１年間助成

する。

⑧雇用創出セミナー

独立行政法人雇用・能力開発機構において、創業・異業種進出を行う者に対し、創

業・異業種進出の際に必要となる人材の確保、育成等雇用管理に関する情報・ノウハ

ウの提供を実施する。

⑨出会いの場

独立行政法人雇用・能力開発機構及び職業安定機関が主体となって、新規・成長分

野企業等を対象とした各種情報提供を行うとともに、当該企業等への就業を希望する

求職者との面接会を開催する。

⑩雇用管理相談業務

独立行政法人雇用・能力開発機構において、中小企業者及び事業協同組合等に対し

て雇用・就業に関する総合的な相談及び技術的な援助等を行う。

○関連する経費（平成17年度予算額）

・中小企業雇用創出人材確保助成金 ２０９百万円

・中小企業基盤人材確保助成金 １６，６１８百万円

・中小企業雇用環境整備奨励金 ３１百万円

・中小企業高度人材確保助成金 ６２４百万円

・中小企業雇用創出等能力開発助成金 １１０百万円

（４－２－Ⅰ）
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（４－２－Ⅰ）

・中小企業人材確保推進事業助成金 ２，２４３百万円

・中小企業雇用管理改善助成金 ９５３百万円

・雇用創出セミナー ２４１百万円

・出会いの場 ４９７百万円

・雇用管理相談業務 ３６０百万円

（評価指標の考え方）

①中小企業人材確保推進事業助成金の雇用管理の改善が図られたとする割合（％）

：助成金の受給を受ける以前と比して、雇用管理の改善が図られたとする事業協同

組合等の構成中小企業者の割合

→構成中小企業者にアンケート調査を実施することにより、事業協同組合等が行っ

た雇用の改善に資する事業の効果を測定し、本助成金によって雇用の管理改善が

図られたかを評価する。

②中小企業基盤人材確保助成金の雇用増加数（人）

：本助成金の受給を受けた事業所における雇用保険被保険者（雇用保険データ）の

「新分野進出等基盤人材確保実施計画」開始日から最終の第２期支給申請日の１

年経過後までの１事業所あたりの増加数（基盤人材を除く）

→受給開始前とその終了後の雇用保険被保険者数を比較することにより、本助成金

によって雇用の改善が図られ雇用の拡大に効果があったかを評価する。

③中小企業雇用管理改善助成金の離職率（％）

：本助成金の受給を受けた事業所における支給申請日の雇用保険被保険者（雇用保

険データ）のうち、１年後に自己都合で離職した被保険者の割合

→雇用動向調査（厚生労働省）における離職率（５～２９人規模）と比較すること

により、本助成金によって雇用の改善が図られ離職率の低下に効果があったかを評

価する。

④雇用創出セミナー、出会いの場及び雇用管理相談業務の役に立った旨の割合（％）

：独立行政法人雇用・能力開発機構の行う相談・援助業務等が雇用管理の改善等に

役だった旨の評価を得た割合

→参加者又は利用者にアンケート調査を実施することにより、独立行政法人雇用・

能力開発機構等が行った雇用の改善等に資する業務の効果を測定し、本業務によ

って雇用の管理改善が図られたかを評価する。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

136,670 68,171 10,832 3,264 43中小企業雇用創出人材確保助成金支給決

183,281 121,144 35,231 7,350 546定人数 （人）

98,176 28,629 4,205 1,246 22中小企業雇用創出人材確保助成金支給決

107,887 55,669 14,446 2,760 209定金額 百万円（ ）

（備 考）

・ 評価指標の上段は独立行政法人雇用・能力開発機構の調べによる実績、下段は予

算上の数値である。

・ 中小企業雇用創出人材確保助成金は平成１５年５月末で廃止。それ以降は経過的

な支出である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － 16 3,347 5,824中小企業基盤人材確保助成金支給決定人
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（４－２－Ⅰ）

(26) (5,092) (9,018)数 人（ ）

－ － 3,788 20,697 19,724

(6,314) (34,495) (38,462)

－ － 12 2,548 4,416中小企業基盤人材確保助成金支給決定金

－ － 3,030 16,558 16,618額 百万円（ ）

2.3 2.2中小企業基盤人材確保助成金利用事業所 － － －

2 2平均雇用増加数（人） － － －

（備 考）

・ 中小企業基盤人材確保助成金は、平成１５年６月からの事業である。

・ 支給決定人数は、助成対象となる基盤人材の数。括弧内は基盤人材と一般労働者

の合計人数である。

・ 評価指標の支給決定人数及び支給決定金額の上段は独立行政法人雇用・能力開発

機構の調べによる実績、下段は予算上の数値である。

・ 評価指標の利用事業所平均雇用増加数は、上段は職業安定局集計による実績、下

段は目標値である。

・ 平成１８年度においては 「新分野進出等基盤人材確保実施計画」開始日から最、

終の第２期支給申請日の１年経過後までの１事業所当たりの雇用増加数（基盤人材

を除く ）が３人（同意雇用機会増大促進地域の場合は４人）以上を目指す。。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

330 209 176 63 1中小企業雇用環境整備奨励金支給決定件

594 502 231 17 9数 件（ ）

1,255 788 651 275 2中小企業雇用環境整備奨励金支給決定金

2,158 1,775 878 61 31額 百万円（ ）

（備 考）

・ 評価指標の上段は独立行政法人雇用・能力開発機構の調べによる実績、下段は予

算上の数値である。

・ 中小企業雇用環境整備奨励金は平成15年5月末で廃止。それ以降は経過的な支出

である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

860 1,599 2,865 1,476 211中小企業高度人材確保助成金支給決定人

1,550 4,795 6,034 390 593数 （人）

942 1,633 2,977 1,523 217中小企業高度人材確保助成金支給決定金

1,743 3,903 6,173 400 624額 百万円（ ）

（備 考）

・ 評価指標の上段は独立行政法人雇用・能力開発機構の調べによる実績、下段は予

算上の数値である。

・ 中小企業高度人材確保助成金は平成１５年５月末で廃止。それ以降は経過的な支

出である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

25,434 16,203 7,754 5,596 2,753中小企業雇用創出等能力開発助成金支給

91,838 100,744 33,849 18,351 3,847決定人数 （人）

83中小企業雇用創出等能力開発助成金支給 1,055 553 237 230

3,699 1,768 740 554 110決定金額 （百万円）
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（４－２－Ⅰ）

（備 考）

・ 評価指標の上段は独立行政法人雇用・能力開発機構の調べによる実績、下段は予

算上の数値である

・ 平成１３年９月に中小企業雇用創出等能力開発給付金を廃止し、平成１３年１０

月に中小企業雇用創出等能力開発助成金を創設したが、その支給は平成１４年度以

降となるため、平成１４年度以降の実績は中小企業雇用創出等能力開発助成金によ

るもの、平成１３年度以前の実績は中小企業雇用創出等能力開発給付金によるもの

である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

475 444 441 428 403中小企業人材確保推進事業助成金支給決

517 517 517 517 493定団体数 （団体）

1,971 1,784 1,701 1,671 1,588中小企業人材確保推進事業助成金支給決

2,820 2,355 2,560 2,441 2,243定金額 百万円（ ）

－ － － 96 81中小企業人材確保推進事業助成金利用事

－ － － 80 80業協同組合等のアンケート集計結果（%)

（備 考）

・ 評価指標の支給決定団体数及び支給決定金額の上段は独立行政法人雇用・能力開

発機構の調べによる実績、下段は予算上の数値である。

・ 平成１５年度、平成１６年度及び１７年度は、平成１５年度における見直し後の

助成金と見直し前の第１種助成金及び第２種助成金との合計である。

・ 評価指標の利用事業協同組合等のアンケート集計結果は 上段が独立行政法人雇、

用・能力開発機構の調べによる実績、下段が目標値である。

・平成１８年度においては、

①本助成金の支給を受けた事業協同組合等の構成中小企業者の本事業終了時におけ

る求人充足率の平均２２％以上

②雇用管理改善事業実施前と比較して本助成金の支給を受けた事業協同組合等にお

ける雇用管理の改善が図られたとする構成中小企業者の割合の平均８０％以上

を目指す。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － 5 35 19中小企業雇用管理改善助成金支給決定件

－ － 1,035 1,236 441数（環境整備事業） （件）

－ － 0 9 6中小企業雇用管理改善助成金支給決定人

－ － 1,183 6,476 3,938数 職業相談配置事業 人（ ） （ ）

－ － 3 28 15中小企業雇用管理改善助成金支給決定金

－ － 608 1,760 953額 （百万円）

－ － － 11 11中小企業雇用管理改善助成金利用事業所

－ － － 11 11の自己都合による平均離職率（％）

（備 考）

※中小企業雇用管理改善助成金は、制度上、支給決定件数が支給決定人数を上回るも

のなのでしょうか （１人に複数件数の決定がされるのでしょうか ）。 。

・ 中小企業雇用管理改善助成金は、平成１５年６月からの事業である。

・ 評価指標の支給決定件数及び支給決定金額の上段は独立行政法人雇用・能力開発
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（４－２－Ⅰ）

機構の調べによる実績、下段は予算上の数値である。

・ 評価指標の利用事業所の自己都合による平均離職率は、上段が職業安定局集計に

よる実績、下段は目標値である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － － 95 96雇用創出セミナー参加者アンケート集計

－ － － 80 80結果（％）

（備 考）

・ 雇用創出セミナー参加者アンケート集計結果は、上段が独立行政法人雇用・能力

開発機構の調べによる実績、下段が目標値である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － － 89 90出会いの場参加者アンケート集計結果

－ － － 80 80（％）

（備 考）

・ 出会いの場参加者アンケート集計結果は、上段が独立行政法人雇用・能力開発機

構の調べによる実績、下段が目標値である。

・ 平成１８年度においては、

①本事業の開催日から３か月後の就職率２０％以上

②参加者に対してアンケート調査を実施し 「役に立った」旨の評価が得る割合８、

０％以上

を目指す。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － － － 98雇用管理相談業務利用者アンケート集計

－ － － － 80結果（％）

（備 考）

・ 雇用管理相談業務利用者アンケート集計結果は、上段が独立行政法人雇用・能力

開発機構の調べによる実績、下段が目標値である。

・ 平成１８年度においては、

①雇用管理相談を受けた事業所において、相談を受けた時から１年経過した時点に

おける自己都合による離職率２０％以下

②利用者に対してアンケート調査を実施し、役立った旨の評価が得られた割合８０

％以上

を目指す。

実績目標２ 中小企業の経営基盤の強化に資する人材ニーズを求人情報として「しご

と情報ネット」に登録し、求職者に情報提供することにより、中小企業

の経営基盤の強化に資する人材の確保を促進すること

（平成１７年度においては、対象となる求人情報の登録期間が終了した

際（その後継続して登録する場合を除く ）に、アンケート調査を実施。

し、８０％以上の者から基盤人材の確保に役立った旨の評価が得られる

ことを目指して実施した ）。

（実績目標を達成するための手段の概要）

独立行政法人雇用・能力開発機構が中小企業労働力確保法に基づく助成措置に係る

実施計画の申請等の際に収集した中小企業の経営基盤の強化に資する人材ニーズを、

求人情報として「しごと情報ネット」に登録し、求職者に情報提供する事業を実施す



- 7/21 -

（４－２－Ⅰ）

ることにより、中小企業の経営基盤の強化に資する人材の確保を促進する。

○ 関連する経費（平成17年度予算額）

・中小企業の経営基盤の強化に資する人材に係る求人情報の効果的収集・提供費

２１３百万円

（評価指標の考え方）

○ 「しごと情報ネット」に提供した求人数（人）

：中小企業者等から提供された求人を 「しごと情報ネット」に公開した件数、

→公開した求人数の増加数により、本事業が中小企業の経営基盤の強化に資する人

材の確保に効果があったかを評価する。

○ 求人情報へのアクセス件数（件）

： しごと情報ネット」に公開した中小企業等の求人への求職者等のアクセス件数「

→公開した中小企業者等求人のアクセス件数により、本事業が中小企業の経営基盤

の強化に資する人材の確保に効果があったかを評価する。

○ 利用事業主へのアンケート集計結果（％）

：経営基盤の強化に資する人材の確保に役立った旨の評価を受けた割合

→求人情報の提供者にアンケート調査を実施することにより、本事業が中小企業の

経営基盤の強化にする人材の確保に効果があったかを評価する。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

838 10,617 13,569「しごと情報ネット」に提供した求人数 － －

（ ）人

－ － 4,390 39,318 141,074求人情報へのアクセス件数 （件）

－ － － 87 70利用事業主へのアンケート集計結果(%)

－ － － 80 80

（備 考）

・ 当該求人情報のしごと情報ネットへの提供は、平成１５年度から開始。

・ 評価指標は、独立行政法人雇用・能力開発機構の調べによる。

・ 評価指標の利用事業主へのアンケート集計結果は、上段が独立行政法人雇用・能

力開発機構の調べによる実績、下段が目標値である。

実績目標３ パートタイム労働者を雇用する事業主に対して、雇用管理に係る相談を

実施することにより、パートタイム労働者の雇用管理の改善を図ること

（平成１７年度においては、利用者に対してアンケート調査を実施し、

８０％以上の者から役立った旨の評価が得られることを目標として実施

した ）。

（実績目標を達成するための手段の概要）

パートバンクに雇用・労務相談コーナーを設置し、中小企業者に対してパートタイ

ム労働者の雇用改善に関する相談援助を行う。

○ 関連する経費（平成17年度予算額）

・雇用・労務相談コーナー運営費 １３４百万円

（評価指標の考え方）
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利用者へのアンケート集計結果（％）

：パートタイム労働者への雇用の管理改善に役立った旨の評価を受けた割合

→雇用・労務相談コーナー利用者にアンケート調査を実施することにより、本事業

がパートタイム労働者の雇用の管理改善に効果があったかを評価する。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － － － 96利用者へのアンケート集計結果(%)

－ － － － 80

（備 考）

・ 評価指標の利用者へのアンケート集計結果は、上段が職業安定局の調べ、下段が

目標値である。

実績目標４ 新規・成長分野雇用創出特別奨励金の積極的な活用により、新規・成長

分野企業等における雇用機会の創出を図ること

（実績目標を達成するための手段の概要）

新規・成長分野雇用創出特別奨励金は、新規・成長分野の事業を行う事業主が、中

高年齢者の非自発的離職者等を、雇入れ時期を前倒しして常用労働者として雇い入れ

た場合又はＯＪＴを中心として実践的な職業訓練を行う場合に、それぞれ一定額（雇

入れの場合７０万円、職業訓練の場合９万円等）の新規・成長分野雇用創出特別奨励

金を支給する。

（ 、 ）○ 関連する経費 平成14年度補正予算により 基金事業を拡充した時点の基金総額

１０９、０００百万円

（評価指標の考え方）

実績目標の達成度を評価する観点から、新規・成長分野の事業を行う事業主が、中高

年齢者の非自発的離職者等を、雇入れ時期を前倒しして常用労働者として雇い入れた

場合等に支給される新規・成長分野雇用創出特別奨励金の支給実績を評価指標とし

た。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

新規・成長分野雇用創出特別奨励金の

47,903 36,920 24,040 14,195 4,850支給決定人数 人（ ）

新規・成長分野雇用創出特別奨励金の

29,246 20,155 15,776 9,578 3,383支給決定金額 百万円（ ）

（備 考）

・ 評価指標は （財）高年齢者雇用開発協会の調べによる。、

・ 新規・成長分野雇用創出特別奨励金は平成１１年８月からの事業であり、平成１

６年度末で終了（平成１７年度は平成１６年度末までの対象者についての支給事務

のみ 。）

・ 支給見込人数については、当初基金を創設した平成１１年度から平成１３年度末

までで１５万人を見込んでいた。その後、平成１３年度補正予算で基金を増額した

、 。ことにより 平成１１年度から平成１６年度末までで１６万８千人を見込んでいた

・ 制度創設当時は、平成１１年度から平成１３年度末までの事業として９００億円

の基金を計上した。平成１３年度補正予算で、平成１６年度末までの事業として１

９０億円増額した。

実績目標５ 介護労働者法に基づく助成措置等により、雇用管理の改善等を図ること
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（平成１７年度においては、

○介護基盤人材確保助成金ついては最初の特定労働者を雇い入れた日

から第２期助成金支給申請日の１年経過後までの１事業所当たりの雇

用増加数（特定労働者を除く ）３人以上。

○介護雇用管理助成金及び介護能力開発給付金については支給対象事

業所において助成金等支給後１年経過した時点における助成金等支給

時からの自己都合による離職率２０％以下

を目指して実施した ）。

（実績目標を達成するための手段の概要）

介護労働者の雇用管理の改善等を図るため、雇用管理の改善等に関する専門的相談

等を行う「介護労働者雇用管理改善等援助事業」や、民営職業紹介事業者の団体と企

業等との介護クーポン制度に関する提携を促進することにより在宅介護分野の労働力

需給調整システムの確立を図る「介護労働者需給サービス事業」を行うほか、以下の

助成事業を行う。

① 介護基盤人材確保助成金（平成１５年６月に介護人材確保助成金を見直し）

介護分野における新サービスの提供等に伴い、介護労働者の雇用管理改善計画を作

成し、都道府県知事の認定を受けた事業主が、雇用管理の改善等において中核的な役

割を担う者である特定労働者 を雇い入れた場合に、雇い入れた労働者の賃金の一※１

部（特定労働者１人当たり上限１４０万円。併せて一般労働者 を雇い入れる場合※２

には、一般労働者１人当たり上限３０万円（短時間労働者の場合は上限９万円 ）を）。

助成する。

※１ 特定労働者：社会福祉士等の資格を有し、１年以上の実務経験を有する者

※２ 一般労働者：特定労働者以外の介護業務に従事する労働者

② 介護雇用管理助成金

介護分野における新サービスの提供等に伴い、介護労働者の雇用管理改善計画を作

、 、 （ ）成し 都道府県知事の認定を受けた事業主が 雇用管理改善事業 健康診断の実施等

を実施した場合に、その経費の１／２（上限１００万円）を助成する。

③ 介護能力開発給付金

介護分野における新サービスの提供等に伴い、介護労働者の雇用管理改善計画を作

成し、都道府県知事の認定を受けた事業主が、新たに雇い入れた労働者等に対して教

育訓練やキャリア・コンサルティングを受けさせた場合及び有給教育訓練休暇の付与

を行う場合に、その経費の１／２（教育訓練の場合は上限１０万円。キャリア・コン

サルティングの場合は上限２５万円 ）及び対象期間中の賃金の１／２を助成する。。

④ 介護労働者福祉助成金

ケア・ワーカーを対象とする福祉共済制度の運営事務に当たる職業紹介事業者等に

対し、その事務経費の一部を助成する。

⑤ 介護労働環境改善事業助成金

介護労働者の労働環境の改善に関する研究調査を行う者に対し、その経費の一部を

助成する。

○ 関連する経費（平成 年度予算額）17
・介護基盤人材確保助成金 ５，７９７百万円

・介護雇用管理助成金 １９０百万円
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・介護能力開発給付金 １０７百万円

・介護労働者福祉助成金 １２４百万円

・介護労働環境改善事業助成金 ５０百万円

（評価指標の考え方）

各助成金の支給実績の増大が介護労働者の雇用管理の改善等に資するものと考えら

れることから、各助成金における支給決定人数及び支給決定金額を評価指標とする。

また、介護基盤人材確保助成金については「利用事業所の平均雇用増加数 、介護」

雇用管理助成金及び介護能力開発給付金については「利用事業所の自己都合による平

均離職率」を評価指標とする。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － 355 9,152 12,494介護基盤人材確保助成金支給決定人数

(7,205) (8,217) (8,384) (2,273) (37)（人）

－ － 901 5,533 6,324

(9,461) (7,448) (8,231) (1,027) (0)

－ － 143 4,974 8,193介護基盤人材確保助成金支給決定金額

(8,292) (8,530) (6,477) (3,543) (235)（百万円）

－ － 865 5,073 5,797

(6,145) (4,477) (6,158) (851) (0)

介護基盤人材確保助成金利用事業所の

－ － － － 12.0平均雇用増加数 人（ ）

（備 考）

・ 介護基盤人材確保助成金は、平成１５年６月に介護人材確保助成金（平成１２年

４月創設）を見直したものであり、その支給は平成１６年１月以降である。また、

括弧内は、介護人材確保助成金に係る数である。

・ 介護基盤人材確保助成金支給決定人数及び介護基盤人材確保助成金支給決定金額

、 、に係る欄の上段の実数は 職業安定局の調べによる介護基盤人材確保助成金の実績

上段の括弧内は（財）介護労働安定センターの調べによる介護人材確保助成金の実

績。下段は予算上の数値である。

・ 介護基盤人材確保助成金利用事業所の平均雇用増加数は、最初の特定労働者を雇

い入れた日から第２期助成金支給申請日の１年経過後までの１事業所あたりの雇用

増加数（特定労働者を除く ）である。。

・ 平成１８年度においては、本助成金を受給したことにより、当該事業所における

雇用管理改善への取組みが向上した事業主の割合を８０％以上としている。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

2,018 2,020 2,156 2,329 2,388介護雇用管理助成金支給決定件数

2,336 1,423 1,798 1,182 1,109（件）

176 148 142 138 151介護雇用管理助成金支給決定金額

389 259 235 215 190（百万円）

介護雇用管理助成金利用事業所の自己

－ － － － 24.0都合による平均離職率 ％（ ）
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（備 考）

・ 介護雇用管理助成金支給決定件数及び介護雇用管理助成金支給決定金額に係る欄

の上段は（財）介護労働安定センターの調べによる実績値、下段は予算上の数値で

ある。

・ 介護雇用管理助成金利用事業所の自己都合による平均離職率は、支給対象事業所

において、助成金支給後１年経過した時点における助成金支給時からの自己都合に

よる離職率である。

・ 平成１８年度においては、本助成金がなければ新たに雇用管理改善措置を講じる

ことが困難であった事業主の割合を８０％以上としている。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

1,287 975 864 1,362 1,805介護能力開発給付金支給決定件数

1,514 1,419 559 797 856（件）

49 28 22 26 42介護能力開発給付金支給決定金額

296 269 248 108 107（百万円）

介護能力開発給付金利用事業所の自己

－ － － － 22.9都合による平均離職率 ％（ ）

（備 考）

・ 介護能力開発給付金支給決定件数及び介護能力開発給付金支給決定金額に係る欄

の上段は（財）介護労働安定センターの調べによる実績値、下段は予算上の数値で

ある。

・ 介護能力開発給付金利用事業所の自己都合による平均離職率は、支給対象事業所

において、助成金支給後１年経過した時点における助成金支給時からの自己都合に

よる離職率である。

・ 平成１７年度限りで廃止。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

844 836 816 801 792介護労働者福祉助成金支給決定件数

1,249 1,249 1,249 1,249 1,249（件）

72 72 70 69 37介護労働者福祉助成金支給決定金額

124 124 124 124 124（百万円）

（備 考）

・ 各欄の上段は独立行政法人雇用・能力開発機構の調べによる実績値、下段は介護

労働者福祉基金の支出計画上の数値である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

15 17 15 10 4介護労働環境改善事業助成金支給決定

10 10 10 10 10件数 件（ ）

72 76 75 46 13介護労働環境改善事業助成金支給決

50 50 50 50 50定金額 百万円（ ）

（備 考）

・ 各欄の上段は独立行政法人雇用・能力開発機構の調べによる実績値、下段は介護

労働者福祉基金の支出計画上の数値である。

実績目標６ 雇用保険の受給資格者自らが事業を開始した場合の支援措置を設けるこ

とにより、失業者の自立を積極的に促進すること（受給資格者創業支援
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助成金の支給を受けた事業主が、法人等の設立から１年経過後に、雇用

している労働者数が平均２人以上であり、かつ、事業を継続している割

合が９０％以上であることを目指す ）。

（実績目標を達成するための手段の概要）

雇用保険の受給資格者自らが事業を起こし、事業開始後１年以内に雇用保険の適用

事業主となった場合に、その創業に要した費用の一部を助成する。

○ 関連する経費（平成１７年度予算額）

・受給資格者創業支援助成金 ５，９８７百万円

（評価指標の考え方）

○ 利用事業所の平均雇用労働者数及び事業継続率

：雇用保険データにおける助成金利用事業所の法人等の設立から１年経過後の雇

用保険被保険者数の平均数及び事業継続率

→雇用保険データの雇用保険の被保険者数及び事業継続率により、本助成金によ

って失業者の自立が積極的に支援され、新たな雇用機会の創出が図られたかを評

価する。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － － － 2.4利用事業所の平均雇用労働者数（人）

－ － － － 97.0利用事業所の事業継続率（%)

（参考指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

－ － 577 1,641 1,605受給資格者創業支援助成金支給決定件数

－ － 1,822 3,084 4,501（件）

－ － 592 2,224 2,380受給資格者創業支援助成金支給決定金額

－ － 1,822 3,084 5,987（百万円）

（備 考）

・ 受給資格者創業支援助成金は、平成１５年２月からの事業であるが、雇用保険の

適用事業主となった日の翌日から起算して３か月後に１回目の支給申請が行われる

ことから、平成１５年度からの支給となる。

・ 評価指標の支給決定件数及び支給決定金額の上段は職業安定局の調べによる実

績、下段は予算上の数値である。

・ 支給申請は２回に分けて行われるが、件数は助成対象となる事業所数、金額は第

１回と第２回の支給金額の合計。

・ 利用事業所の平均雇用労働者数及び事業継続率については、平成１７年度から集

計開始。

、 、・ 平成１８年度においては 受給資格者創業支援助成金の支給を受けた事業主が

法人等の設立から１年経過後に、雇用している労働者数が平均２人以上であり、か

つ、事業を継続している割合が９０％以上であることを目指す。

実績目標７ 緊急対応型ワークシェアリング等の積極的な活用により、既存の雇用を

維持しつつ、中高年の非自発的失業者等の雇用機会の創出を図ること

（実績目標を達成するための手段の概要）

雇用失業情勢が悪化し、完全失業率に基づく発動要件を満たした地域内に所在する

事業主が中高年齢者の非自発的離職者等を雇い入れる場合に、以下により緊急雇用創
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出特別奨励金を支給する。

① 中高年齢者の非自発的離職者等を常用労働者として雇い入れた場合、３０万円を

支給する。

② 労使の合意により、ワークシェアリング制度を導入し、中高年齢者の非自発的離

職者等を常用労働者等として雇い入れた場合、雇入れについて３０万円等、制度導

入について１２０万円等を支給する。

○ 関連するコスト（平成14年度補正予算により、基金事業を拡充した時点の基金総

額）

・緊急雇用創出特別奨励金（一般分） ２０，０００百万円

・緊急雇用創出特別奨励金（緊急対応型ワークシェアリング分） ７，１００百万円

（評価指標の考え方）

実績目標の達成度を評価する観点から、雇用失業情勢が悪化し、完全失業率に基づ

く発動要件を満たした地域内に所在する事業主が中高年齢者の非自発的離職者等を雇

い入れる場合に支給される緊急雇用創出特別奨励金（一般分及び緊急対応型ワークシ

ェアリング分）の支給実績を評価指標とした。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

緊急雇用創出特別奨励金の支給決定人

8,206 12,661 13,694 6,611 564数 人（ ）

緊急雇用創出特別奨励金の支給決定金

2,462 3,789 4,108 1,983 169額 百万円（ ）

（備 考）

・ 評価指標は （財）高年齢者雇用開発協会の調べによる。、

・ 緊急雇用創出特別奨励金は平成１１年１月からの事業であり、平成１６年度末で

終了（平成１７年度は平成１６年度末までの対象者についての支給事務のみ 。）

・ 支給見込人数は、当初基金を創設した平成１０年度から平成１３年度末までで２

０万人を見込んでいた。その後、基金の見直しに伴い、平成１０年度から平成１６

年度末までで６万３千人を見込んでいた。

・ 制度創設当初は、平成１０年度から平成１３年度末までの事業として６００億円

を計上した。その後、平成１４年度の基金の見直しに伴い、平成１０年度から平成

１６年度末までの事業として２００億円に減額した。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

緊急雇用創出特別奨励金（うち、緊急

－ 1 1 2 0対応型ワークシェアリング分）支給決

（ ）定件数 件

緊急雇用創出特別奨励金（うち、緊急

－ 0.6 0.8 1.6 0対応型ワークシェアリング分）支給決

定金額 （百万円

（備 考）

・ 評価指標は （財）高年齢者雇用開発協会の調べによる。、

・ 緊急雇用創出特別奨励金（緊急対応型ワークシェアリング分）は、平成１４年６

月からの事業であり、平成１６年度末で終了。
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・ 支給見込人数は、平成１５年２月に制度改正を行い、平成１５年３月から平成１

６年度末までで対象者数１０，０００人を見込んでいた。

・ 予算額については、平成１４年６月の創設時には、平成１６年度末までで約７０

億円を見込んでいたが、平成１４年度の緊急雇用創出特別基金の見直しに伴い、基

金から５０億円、平成１４年度補正予算で２１億円を緊急対応型ワークシェアリン

グ分として計上した。

２．評 価

(1) 現状分析

現状分析

平成１６年の中小企業政策審議会の答申（ 新しい中小企業支援の在り方 ）におい「 」

て 「大企業が大幅な人員削減を進める中で、中小企業は雇用創出の中核的機能を果、

たし、また、高齢化、環境意識の高まりなどを捉えて新しいサービス市場を切り開い

てきている。中小企業は「魅力ある就業機会創出の担い手」として、雇用創出におけ

る重要な役割を果たしている 」とされている。また 「経済社会全体の創造的挑戦の。 、

雰囲気を醸成し、個人が自己実現出来る雇用機会を提供するとともに、公正な競争環

境の実現にとっての大前提となる新たなプレーヤーを創出する創業について、国が必

要な政策支援を行うことが重要である 」との指摘があるなど、中小企業の活力を活。

、 。かした雇用機会の創出への取組や創業への支援が 我が国の重要な課題となっている

、 ． 、 ． 、また 平成１６年度の完全失業率は４ ６％と 平成１５年度の５ １％と比べて

厳しさは残るものの改善の兆しが見えるところであり、中高年齢者の非自発的離職者

、 、等についても平成１５年度の８３万人から 平成１６年度は６８万人に減少しており

中高年齢者の雇用情勢も改善傾向にある。

介護分野については、我が国の急速な高齢化の進展等を背景として、今後も労働需

要の拡大が見込まれる分野であり（介護保険法に基づく要介護又は要支援とされる高

齢者等は、平成１５年度は３８０万人程度であるが、平成２０年度には５００万人か

ら５２０万人程度に達すると見込まれている 、介護分野を労働者にとって魅力ある。）

職場とするために、介護労働者の雇用管理の改善等を図っていく必要がある。

(2) 評価結果

政策手段の有効性の評価

実績目標１について

中小企業基盤人材確保助成金については、平成１７年度の実績と予算が乖離してい

るところであるが、これは本助成金が①事業主は、あらかじめ実施計画に雇入れ労働

者数を申請することとなっているが、求人・求職のミスマッチ等から、支給対象とな

っている基盤人材を雇いにくい状況にある中で、実際には、この計画どおりに雇入れ

が進まず、支給にまで結びつかなかったこと、②不正受給防止を強化する観点から、

助成金の支給決定に際して訪問調査等を行い支給対象をより厳密に精査したこと、③

平成１７年度予算の積算時点においては、平成１６年度実績の伸び率及び年度途中で

の不足等を勘案していたが、雇用失業情勢の変化の影響を受け想定していたほど実績
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が上がらなかったことによるものである。このため、予算要求に当たっては、積算方

法の見直しを検討する必要がある。

しかしながら、評価指標である利用事業所平均雇用増加数の目標値2人以上に対し

実績は2.2人、実績も上昇傾向にあり９，０００人（一般人材を含む）以上の雇用創

出を実現し、着実にその成果を上げていることから、新分野進出等に際して資金不足

や雇用管理に十分な取組を行う余裕がない中小企業に対し人材確保を支援する手段と

して有効である。

中小企業雇用創出等能力開発助成金は、事業の高度化、新分野進出等又は経営革新

に伴い必要な労働者の能力や技術を開発させるのに有効であり、平成１７年度におい

ては、２，７５３人の能力や技術が開発された。

中小企業人材確保推進事業助成金については、中小企業の労働力の確保を目的に、

事業協同組合等による構成事業所の雇用管理の改善を図るものであり、平成１７年度

には４０３団体において雇用管理改善に係る取組が行われており、中小企業における

雇用管理の改善に向け進展があった。さらに、本事業に取り組む以前と比較して雇用

管理の改善が図られたとする傘下事業所が半数以上を占める事業協同組合等が81%と

なって有効に活用された。

中小企業雇用管理改善助成金については、労働者が求める労働者の職業適性等を的

確にアドバイスできる環境整備が不十分な中小企業に対し、労働者に対する職業相談

体制の整備や職業相談を行うことができる者の配置を支援するものであるが、平成１

７年度の実績と予算が乖離しているところである。これは本助成金が平成１７年度予

算の積算時点においては、平成１６年度実績の伸び率及び年度途中で不足しないよう

計上したが、雇用失業情勢の変化の影響を受け、想定したほど実績が上がらなかった

ことによるものである。

また、評価指標である利用事業所の自己都合による平均離職率の目標値１１％以下

に対し、実績は１１％となっているものの、平成１６年度に比べて支給決定件数等の

支給実績は低下している。

このため、予算要求に当たっては、積算方法の見直し又は制度改正を検討する必要

がある。

雇用創出セミナーについては、利用者のうち９割以上の者から役に立ったとの回答

を得ており、情報提供事業として有効に機能している。

出会いの場については、利用者のうち役に立ったと回答した求職者、求人者の割合

が９割となっていることから、効果的な情報提供がなされている。

雇用管理相談業務については、利用者のうち９割以上の者から役に立ったと回答を

得ており、雇用の管理改善に資する事業として有効に機能している。

実績目標２について

中小企業の経営基盤の強化に資する人材ニーズを求人情報として「しごと情報ネッ

ト」に登録し、求職者に情報提供することは、求職者への幅広くかつ効果的な情報提

供を可能とするものであり、中小企業の経営基盤強化に資する人材の確保に有効であ

るものと思われる。平成１７年度においては、中小企業事業主から３，９３７件、１

３，５６９人分の求人があり、この求人情報に対して１４１，０７４件のアクセスが

あったことは、事業主が提供する１件の求人情報当たり求職者から約３６回のアクセ
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スがあったことになり、中小企業の経営基盤強化に資する人材の確保に寄与したもの

と考える。

しかしながら、アンケート結果によると利用事業主のうち約７割しか役に立ったと

の回答を得ておらず、目標を達成していないことから事業の見直しを視野に入れ検討

を進める必要がある。

実績目標３について

パートバンクに雇用・労務相談コーナーを設置し、事業主に対する雇用の管理改善

に係る相談援助を行うことは、パートタイム労働者の雇用管理改善に有効であるもの

と思われる。平成１７年度においては、利用者のうち９割以上から役に立ったと回答

を得ているものの、相談実績が少ないことから事業の見直しを視野に入れ検討を進め

る必要がある。

実績目標４について

新規・成長分野雇用創出特別奨励金については、平成１６年度において、雇用失業

情勢の改善に伴い、本奨励金の支給対象となる中高年齢者の非自発的離職者等が大幅

に減少したため、実績は前年度を下回ることとなったものの、制度創設以降平成１７

年度末までの支給決定人数は１４９，３１４人となっており、新規・成長分野の事業

主の前倒し雇用の意欲の促進及び中高年齢者の非自発的離職者等の雇用機会の創出に

一定の役割を果たしてきた。

、 、 、なお 本奨励金は 構造改革の集中調整期間に対応するものとされていたことから

当該期間の末である平成１６年度末をもって終了した（平成１７年度は平成１６年度

末までの対象者についての支給事務のみ 。）

実績目標５について

介護労働者の雇用管理の改善等を図るための措置は、介護事業者にとって直接収益

に結びつくものではないこと、事業の開始時又は拡充時には様々な初期投資費用を負

担しなければならず財政的に厳しいこと等から、自ら雇用管理の改善等の取組を開始

する事業主は少ない。このため、雇用管理の改善等に関心を有する事業主に対して必

要な経費を助成することは、事業主が雇用管理の改善等に取り組むきっかけを与える

ものとして有効であると考えられる。

また、助成措置の実績を見ると、

・ 介護基盤人材確保助成金及び介護人材確保助成金は、平成１７年度に１事業所あ

たり１２．５人、計約１２，５ ００人の雇用増を実現させ目標を達成したことか

ら、介護分野における雇用創出に有効に機能したものと考えら れる。

・ 介護雇用管理助成金は、利用事業所における自己都合による離職率が２４．０％

と目標に達しなかったものの、平成１７年度に約２，４００事業所における雇用管

理改善事業を実現させており、介護分野における雇用管理の改善に一定程度寄与し

たものと考えられる。

・ 介護能力開発給付金は、利用事業所における自己都合による離職率が２２．９％

と目標に達しなかったものの、平成１７年度に約１，８００人の教育訓練等を実現

、 。しており 介護分野における職業能力の開発に一定程度寄与したものと考えられる

・ 介護労働者福祉助成金は、平成１７年度に約８００の職業紹介事業者等における
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福祉共済制度の運営を支援しており、介護分野における福祉共済制度の普及に寄与

したものと考えられる。

・ 介護労働者環境改善事業助成金は、平成１７年度に介護労働者の労働環境の改善

に関する研究調査の実施を４件支援しており、介護労働者の労働環境の改善に寄与

したものと考えられる。

実績目標６について

景気が回復を続けている中で、こうした景気回復の動きを創業を通じた雇用機会の

創出へ確実に結びつけていくことが重要であり、創業支援策をより一層積極的に展開

していく必要がある。こうした中で、本事業により雇用保険の受給資格者の創業を支

援することは、失業者本人の自立促進はもとより、新たな雇用機会の創出を促進する

観点からも有効な手段である。

平成１７年度においては、受給資格者創業支援助成金を利用した法人等の設立から

１年経過後の平均雇用労働者数が２人以上であり、また事業を継続している割合も９

０％以上と目標を達成しており、今後も着実に利用されると想定され、有効に機能し

ていると考えられる。なお、１７年度の支給実績については、前年度と同水準となっ

ている。

実績目標７について

緊急雇用創出特別奨励金については、雇用失業情勢の改善により、完全失業率が低

下したため、平成１６年８月末に全国発動が停止したこと等により、平成１６年度の

実績は前年度を下回ることとなったものの、制度創設以降平成１７年度末までの支給

決定人数は４７，５６０人となっており、事業主の雇入れ意欲の促進及び中高年齢者

の非自発的離職者等の雇用機会の創出に一定の役割を果たしてきた。

なお、本奨励金（緊急対応型ワークシェアリング分を含む ）は、構造改革の集中。

調整期間に対応するものとされていたことから、当該期間の末である平成１６年度末

をもって終了した（平成１７年度は平成１６年度末までの対象者についての支給事務

のみ 。）

政策手段の効率性の評価

実績目標１について

雇用保険三事業各種助成金の整理・合理化の一環として、中小企業労働力確保法に

基づく助成金を見直し、平成１５年５月末で中小企業雇用創出人材確保助成金、中小

企業雇用創出雇用管理助成金、中小企業雇用環境整備奨励金及び中小企業高度人材確

保助成金を廃止し、中小企業基盤人材確保助成金及び中小企業雇用管理改善助成金を

創設したところである。この見直しにより創設された中小企業基盤人材確保助成金に

より、雇入れの助成対象者を経営基盤の強化に資する労働者（基盤人材）へと重点化

を図ったところである。企業が基盤人材を雇い入れることにより事業が拡大し、雇用

の場が一層拡大することが見込まれるものであり、助成金の支給によって効果的に雇

用機会を創出できる制度となった。

中小企業雇用創出等能力開発助成金は、中小企業労働力確保法に基づく改善計画等

を作成し、当該計画に基づいて実施する改善事業（事業の高度化又は新分野進出等又

は経営革新）に伴い必要となる職業訓練等を雇用する労働者又は計画に基づき雇い入

れた労働者に受けさせる事業主に対して助成を行うものであり、当該助成金を活用す
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ることにより、事業の拡大、雇用機会の創出及び雇用の安定が図られることから、効

率的である。

中小企業人材確保推進事業助成金については、平成１５年６月に第１種助成金と第

２種助成金を統合し、調査研究等からフォローアップまでの一環した雇用管理改善の

取組に対して集中的に助成することとし、助成期間を最長５年間から３年間に短縮す

る見直しを行い、より一層の効率化が図られた。

雇用創出セミナーについては、既存の設備を利用し全国均一的に最新の経営・雇用

に関する情報を同時に配信しており、効率的であると考える。

出会いの場については、新規・成長分野企業等とこれら企業に関心を有する求職者

が一堂に会し、職業安定機関等との連携の下、両者の円滑なマッチングを図ることか

ら、効率的に実施できているものと考えられる。

雇用管理相談業務については、中小企業における雇用の管理改善に係る総合的な相

談・援助を同一の窓口にて受けることができることから、効率的であると考える。

実績目標２について

本事業は、①中小企業労働力確保法に基づく助成措置の相談等の際に、あわせて中

、 「 」小企業の求人情報の収集が可能であること ②この情報を既存の しごと情報ネット

を活用してインターネットで提供できるため、効率的と考えられる。

実績目標３について

本事業は、事業主がパートタイム労働者を雇用するため求人申し込み等をパートバ

ンクに行うに際して、パートタイム労働者への雇用の管理改善に係る総合的な相談・

援助を行えることから効率的であると考える。

実績目標４及び７について

新規・成長分野雇用創出特別奨励金、緊急雇用創出特別奨励金等に係る取扱いを希

「 」望する有料・無料職業紹介事業者が提出する 雇用関係給付金の取扱いに係る同意書

について、平成１６年３月から「再就職支援給付金及び再就職支援会社活用給付金の

取扱いに係る同意書」と統合するとともに、事業所単位から事業主単位で都道府県労

働局長あて提出できるようにしたことにより、職業紹介事業者の利便性の向上及び同

意書の受理に係る事務の簡素化が行われたこと等から、効率的な事務運営がなされた

といえる。

実績目標５

雇用管理の改善等に関心を有する事業主であっても、新サービスの提供等の際は、

財政的に厳しいこと等から、自ら雇用管理の改善等の取組を開始する事業主は少ない

と考えられる。新サービスの提供等の際の雇用管理の改善等に必要な経費の一部助成

については、事業主が雇用管理の改善等に取り組むきっかけを与えるものとして効率

的であると考えられる。

実績目標６について

本事業は、①受給資格者の開始した事業及び雇い入れた労働者の雇用の継続性を担

保する必要がある一方、②創業に係る立ち上げの支援のため、迅速な資金供給が求め
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られることから、支給を事業開始３か月後及び６か月後の２回に分けて半額ずつ支給

する方式を採っており、効率的と考えられる。

総合的な評価

中小企業労働力確保法に基づく助成金については、雇用保険三事業各種助成金の整

理・合理化の一環として見直しを行い、雇入れ助成対象者を経営基盤の強化に資する

労働者へと重点化し、効率化を図ったところであり、中小企業における雇用機会の創

出、雇用管理改善の達成に向けて進展があったと考えられる。しかしながら、一部の

助成金で上述のとおり実績があがっていないことから、中小企業のニーズを踏まえた

より実態にそった支援とするべく、見直しの検討を行うとともに、適正な予算要求額

とする必要がある。

中小企業の経営基盤の強化に資する人材ニーズを求人情報として「しごと情報ネッ

ト」に登録し、求職者に情報提供することについては、これにより、経営基盤の強化

に資する求職者が、当該求人情報へのアクセスを通じて当該求人をした事業所に求職

することが可能となり、中小企業の経営基盤の強化に資する人材確保の促進に向けて

進展があったと考えられる。

パートバンクに雇用・労務相談コーナーを設置し、事業主に雇用管理の改善に係る

相談・援助を行うことについては、これにより、事業主のパートタイム労働者の雇用

の管理改善に対する意識が高まり、就業規則等により具体的な改善が示されることか

らパートタイム労働者の雇用改善の進展にある一定の効果があったと考えるが、利用

実績が低いことから事業の見直しを視野に入れて検討を行う必要がある。

新規・成長分野雇用創出特別奨励金については、平成１６年度において、雇用失業

情勢の改善に伴い、本奨励金の支給対象となる中高年齢者の非自発的離職者等が大幅

に減少したため、実績は前年度を下回ることとなったものの、制度創設以来１５万人

近くの支給実績があり、新規・成長分野企業等における雇用機会の創出に向けて進展

があったと考えられる。

介護労働者の雇用管理の改善等については、介護基盤人材確保助成金及び介護人材

確保助成金により平成１７年度に約１２，５００人の雇用増が実現され、また、介護

雇用管理助成金により平成１７年度に約２，４００事業所において雇用管理改善事業

が行われるなど、平成１７年度においては、介護労働者の雇用管理の改善等が図られ

たと判断でき、新規・成長分野企業等における雇用機会を創出するとともに労働力の

確保等を図るという施策目標の達成に向けて進展があったと考えられる。

なお、さらに効果的に介護労働者の雇用管理の改善等を図るため、平成１８年度よ

り、介護基盤人材確保等助成金については、雇用管理責任者の選任と当該責任者の氏

名の事業者内での明示を助成要件に追加するとともに助成対象期間を１年から６か月

に短縮する等の見直しを行い、介護雇用管理助成金については、助成対象に短時間労

働者に対する一般健康診断の実施を加えるとともに、初めて健康診断の制度を導入し

た事業主について助成率を２／３(通常１／２)とする等の見直しを行うこととした。

また、介護能力開発給付金については、事業執行率が低迷していたため、平成１７年

度限りで廃止し、その支給対象の一部は介護雇用管理助成金に統合することとした。

緊急雇用創出特別奨励金については、雇用失業情勢の改善により、完全失業率が低

下したため、平成１６年８月末に全国発動が停止したこと等により、平成１６年度の

実績は前年度を下回ることとなったものの、制度創設以来４万７千人を超える支給実

績があり、中高年齢者の非自発的離職者等の雇用機会の創出に向けて進展があったと
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考えられる。

評価結果分類 分析分類

１ 目標を達成した １ 分析が的確に行われている

② 達成に向けて進展があった ② 分析がおおむね的確に行われている

３ 達成に向けて進展がみられない ３ 分析があまり的確でない

３．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

②各種政府決定との関係及び遵守状況

平成１３年１２月１９日に閣議決定された「特殊法人等整理合理化計画」におい

て、雇用・能力開発機構の各種助成金業務につき講ずべき措置として 「国が明確、

な政策目標を定め、併せて当該目標が達成された場合又は一定期間経過後には助成

措置を終了することを明記する。さらに、事後評価を行い、その評価結果を踏まえ

て助成の在り方を適宜見直す」こととされている。当該計画を踏まえ、中小企業労

働力確保法に基づく各種助成措置については、本施策目標が達成された場合には終

了するものとする。

また、平成１４年１２月１８日にまとめられた「労働政策審議会職業安定分科会

「雇用保険制度の見直しについて 」において 「雇入れ助成については経営基盤等」 、

の強化に資する人材の確保への重点化や失業者の創業支援の充実等を行う必要があ

る 」とされている。。

平成１４年１０月３０日に財政諮問会議で決定された「改革加速のための総合対

応策」において、民間企業による中高年齢者等の新たな雇用機会を創出するための

「新規・成長分野雇用創出特別奨励金を積極的に活用する」こととされている。

「 」平成１４年１２月１２日に経済対策閣僚会議で決定された 改革加速プログラム

において 「緊急対応型ワークシェアリングを導入する企業が新たに雇い入れる場、

合の助成要件の見直し、助成額の増額を行う」こととされている。

③総務省による行政評価・監視等の状況

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

「雇用保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議 （平成１５年４月１」

５日衆議院厚生労働委員会）において「雇用保険三事業の各種給付金等について、

政策評価を適切に行い、今後とも必要な見直しを行うよう努めるとともに、中小企

業の利用に配慮しつつ、不正受給の防止に万全を期すこと」とされている。

「雇用保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議 （平成１５年４月２」

） 「 、４日参議院厚生労働委員会 において 雇用保険三事業の各種給付金等については

政策評価を適切に行い、真に失業予防や再就職の促進に有用であると認められるも

のを実施するよう、不断の見直しを行うとともに、中小企業の利用促進に配慮しつ

つ、不正受給の防止にも万全を期すこと」とされている。
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⑤会計検査院による指摘

新規・成長分野雇用創出特別奨励金の支給について、その適性化を図るよう指摘

があった（平成１７年８月２６日会計検査院事務総局 。）


